
都市再開発の方針の概要

Ｂ.構成Ａ.経緯

Ｓ４４ 都市再開発法制定

（基本構想・計画策定を求める）

Ｓ５５ 都市再開発法改正

（整・開・保の中で方針を定める

よう義務化）

Ｈ１ 立川都市計画都市再開発の方針

Ｈ１２ 都市計画法改正

（整・開・保からの独立）

Ｈ２３ 地方分権一括法（第２次）

（義務化の廃止）

Ｈ２７ 多摩部１４都市計画の都市再開

発の方針変更

Ｒ３ 多摩部１７都市計画の都市再開

発の方針変更（予定）

こ
の
間
８
回
の
追
加
変
更

１
７
都
市
の

共
通
事
項

１
７
都
市
の

個
別
事
項

Ⅰ基本的事項

Ⅲ都市計画区域に定める事項

Ⅱ策定の考え方

→基本的事項として策定の目的を示す。

→「１号市街地」「２号地区」「２項地区」
「誘導地区」これらの区域や地区を選定
するルールや計画に定めるべき項目、内容
等の項目を定める。

→各都市計画が選定した「１号市街地」「２
号地区」「２項地区」「誘導地区」の計画
を策定の考え方に則し方針を定める。
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２.策定の効果Ⅰ基本的事項

１.策定の目的

「未来の東京」戦略ビジョン

都市づくりのグランドデザイン

都市計画区域マスタープラン

実行性のあるものにするため、
再開発の適正な誘導と計画的
な推進を図る

再開発の積極的な動因

個々の事業について十分な効果発揮

民間建築活動を再開発へと誘導

早期の住民合意形成

再開発促進地区においては
次の措置が講じられる

策定の効果
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Ⅱ策定の考え方

(1)地区の選定

３.位置付け

都市再開発の方針は、都市再開発法第2条の3
第1項又は第2項に基づく。

都市計画法第7条の2により都市計画に定めるこ
とができる。

都市再開発
の方針

都市計画区域
マスタープラン

区市町村
マスター
プラン

具体の都市計画（地域地区、都市施設、
市街地開発事業、地区計画 など）

計画的な再開発が
必要な市街地

一体的かつ総合的に市
街地の再開発を促進す
べき相当規模の地区

再開発促進地区には至
らないものの再開発を
行うことが望ましく効
果が期待できる地区

誘導地区

再開発促進地区
（２号地区、２
項地区）

１号市街地
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Ⅲ都市再開発の方針に定める事項

※本編参照

(2)イメージ図

市街化調整区域

市街化区域

都市計画区域

１号市街地

誘導地区

再開発促進地区

４


